
ホテル
宿泊客数をみると、ビジネス客などの法人需要が低迷しており、回復の兆しがうかがえず、減少基調が続いている。宴会、料飲部門を保有するシティホテルでは、この部門も苦戦している。一方、中国人宿泊客は増加しており、各ホテルでは様々な中国人集客強化策を打ち出している。

宿泊単価については、ホテルが稼働率を維持するため、割引価格での提供を頻繁に打ち出している。このため、収益は厳しい。
今後の見通しについてみると、ビジネスホテルを中心に新規開業が続いており、ここ数年ホテルは供給過剰気味になることが見込まれる。さらに、外資系高級ホテルが順次開業予定であるため、当業界における競争がさらに激しくなることが見込まれる。

業界の概要

ホテル、旅館、簡易宿泊所、下宿などの形態で営業される宿泊施設は、旅館業法によって規制される。ホテルは洋式の構造及び設備を主とした施設を設け、客室数は10以上と規定される。

ホテルは一般に、都市部に立地する多機能なシティホテル、宿泊機能に特化し客室の種類や付帯施設などのサービス機能を最小限にとどめたビジネスホテル、有名観光地や保養地などに立地し、レクリエーション施設を有することが多いリゾートホテルなどに分類される。大阪府内ではシティホテルとビジネスホテルがほとんどを占めている。この両者を区別する明確な基準はないが、売上げに占める宿泊比率が60％以上であることがビジネスホテルの目安とされる。

ホテルは、装置産業で多額の設備投資が必要である、 投下資本の回収が長期である、収入が客室数により制約される、人件費などの固定費負担が大きく価格が比較的硬直的であり経営の弾力性に乏しい、需要に季節性があるなどの特徴を有している。

大阪府内における平成20年度末のホテルの営業施設数は351、客室数は51,142で、全国比はそれぞれ3.7％、6.6％となっている（厚生労働省『衛生行政報告例』）。

法人需要が大幅に減少
宿泊状況をみると、景気低迷からビジネス客の宿泊などの法人需要が低迷しており、回復の兆しがうかがえない。特に、東京大阪間の出張は宿泊を伴わないケースが増加し、宿泊日数も減少している。さらに、ネット会議など出張を最小限にするシステムを確立した企業が増加しており、法人需要は大幅な減少が続いている。このため、多くのホテルで宿泊客は減少基調が続いている。
これを月別にみると、平成20年秋の金融危機を受けて外国人客の減少が目立ち始め、21年に入ってビジネス客が減少に転じた。さらに、21年5月に新型インフルエンザが流行したことが宿泊需要に大幅な影響を与えた。この時はキャンセルが相次ぎ、多くの他地域企業が、関西方面への宿泊を伴う出張を禁止した。このため、客室稼働率が40％台となったホテルが続出するなど、関西圏のホテルは打撃を受けた。６月以降は、キャンセルはほぼ終息したものの、新規予約が入らない状況が７月まで続いた。
８月に入り個人のレジャー客が戻り始め、９月には大型連休の効果などで客室稼働率が前年を上回って回復の兆しが出てきたとみられたが、10月以降は法人需要の低迷から再び前年を下回り、12月を除き22年２月に至るまで低迷している。
宴会、料飲部門も苦戦
シティホテルでは、宴会、料飲部門も保有し、宿泊部門の売上げを上回る場合もある。しかし、この部門も苦戦している。
宴会部門を個人、法人需要別にみると、個人の宴会の大半を占める結婚式需要は、少子化、晩婚化の増加、ハウスウェディングの人気の高まりなどにより減少が続いている。あるホテルの試算によれば、かつて結婚式の50％前後がホテルで行われたのに対し、現在では20％台にまで落ち込んでいるとみられる。

また、法人需要は、件数の縮小もさることながら、規模の縮小が目立っている。会議や宴会の人員が縮小傾向にあることに加えて、１人当たりの単価が大幅に減少している。

中国人宿泊客獲得に注力
新型インフルエンザが流行したことで欧米系宿泊客が大幅に減少する一方で、アジア系特に中国人宿泊客が増加しつつある。20年夏ごろまでは、アジア系宿泊客の多くが韓国人宿泊客であったが、ウォン安に伴って減少に転じる一方で、21年７月の個人観光ビザ解禁が追い風となって、絶対数ではまだ少ないものの中国人宿泊客の増加が目立っている。このため、増加が見込める数少ない宿泊客である中国人の需要を取り込もうと、各ホテルでは様々な集客強化策を打ち出している。例えば、中国国内にサーバーを設けて現地で制限無くアクセスできるようにした中国語サイトを開設する、中国の銀行が発行する決済カード用端末を導入・拡充する、中国専任の営業チームを結成し、中国人客の増加に向け長期視点で戦略を練るなどの事例がみられる。
大手は設備投資を再開

設備投資については、全般的には、レストランやロビーなどのリニューアルや、空調設備の更新など、小規模なものは随時実施しているが、大きな投資は20年の金融危機以降控えていた。しかし、21年秋以降大手を中心に改装などを再開している。あるシティホテルでは、将来近隣に開業する競合ホテルを念頭に、ロビーの全面改装に踏み切り、客室の改装にも踏み切る予定であるほか、別のホテルでは婚礼受注を増やす目的で宴会場の改装に踏み切っている。その他、多くの大手ホテルでは将来の景気回復後の集客拡大を狙って、改装によって顧客に新たな魅力をアピールしたいとしている。

収益は厳しい
宿泊単価について金融危機前と比較すると、20～30％程度下落しており、ビジネスホテルの一部ではカプセルホテル並みの価格となってきている。これは、宿泊客の多くが低価格帯の部屋に流れているのに加えて、客室稼働率の低下を嫌うホテルが稼働率を維持するため、正規の料金以外に割引価格での提供を頻繁に打ち出していることによる。
しかし、ビジネスホテルでは、自社で建物を保有している場合でも、現在の価格ではなんとか赤字が出ない程度の水準である。賃借しているケースでは、賃料に内装設備の償却も加えると現在の価格では大幅な採算割れとなっており、収益は厳しい。また、シティホテルでも厳しい状況にあるホテルが多いとみられる。
割安プランを競う

宿泊客を増加させるために、各ホテルは割安プランを競っている。あるビジネスホテルでは、航空会社と提携し、出張パックを開始した。航空券と宿泊をパックにしたもので、別々に購入するより割安に購入できるものである。
また、シティホテルの多くは国内レジャー・家族客を取り込むため正規料金の３～４割安のプランを打ち出したり、法人需要を取り込むために、複数の部屋を予約すると会議室と朝食付きで半額以下の設定にしたり、閑散期の団体客への大幅な割引をしたりするなど割安プランを競っている。こうした割安プランによって客室稼働率を上げるとともに、リピーター獲得を目指す動きが各ホテルに広がりつつある。
経営改善のため様々な努力

厳しい環境にあるなか、各ホテルとも様々な方策を行って経営改善に努めている。例えば、製造業の手法を取り入れて、個人の勘・経験などによる作業からマニュアルによる標準化手順を確立し、効率的な動きになるように見直したホテルがみられる。この結果、宴会準備などで大幅な作業時間節約となり、コスト削減やサービス向上につながったという。また、ネット予約部門では、空き室状況にあわせて500円単位で1日に何度も料金を改定するなど、機動的な運営を行う例などもみられる。
今後の見通し

22年の大阪は国際イベントや会議などがなく、大きな宿泊需要がみられない。その一方で、ビジネスホテルを中心に新規開業が続いており、ここ数年ホテルは供給過剰気味になることが見込まれる。

そうした中、アメリカの大手ホテルチェーンが大阪市中心部に高級ホテルを10月に開業する。客室数が120室強とさほど大型ではないことと、高所得層を宿泊対象としているため、影響を受けるのはごくわずかのホテルとみられる。しかし、このホテルが大阪での知名度をあげるために、積極的な営業攻勢をかければ、対抗上何らかのキャンペーンをせざるを得ないと考えているホテルもみられる。さらに、25年度に梅田北ヤードで、外資系高級ホテルが開業予定のほか、阿倍野、中之島などでも外資系高級ホテルの誘致計画が相次いでいる。これらのホテルが、消費者の関心を引き、需要の底上げにつながると歓迎する向きもあるが、縮小する需要を奪い合うことを懸念する声が出ている。いずれにせよ、当業界における競争がさらに激しくなることが見込まれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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資料：厚生労働省『衛生行政報告例』
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